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図7:GISによる建物の3次元表示例(左側は2次元のポリゴン
デー夕、右側は3次元に変換した建物デー タ)
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04.社会的企業から社会的経済の構築ヘ:
韓国・忠清南道
五石敬路 (大阪市立大学大学院創造都市研究科都市政策専攻准教授)
韓国は変化が速い。半年ごとに大きな変化があり、
驚かされることがよくある。それに比べると日本は慎
重だ。石橋を叩いてもなお渡らない。日本人の目から
見ていると、韓国人は渡る前に石橋を本当にちゃんと
叩いているのかJ心西日になるととがあるほどだ。
1998年、 筆者が韓国に住んでいた頃、韓国は経済危
機の真只中にあった。ソウル駅前にはホームレスで溢
れていたが、当時の韓国にはまだ十分な社会保障がな
かった。雇用保険も1995年にできたばっかりで、カパ
リッジも限られていた。ところが、それから、あれよあ
れよと言う間に、韓国の社会保障は急速に充実した。
社会保障だけではなp。 ヨーロッパで見られた中
道左派の新しい政策のながれは、従来の社会保障の
枠組みを大きく変えようとしていた。英国のブレア
(1997 - 2007) の 「第3の道 (theThird W ay) J、ド
イツのシュレーダー (1998-2005)の 「新たな中道
(die Neue Mitte) J、オランダのウィム ・コック (1994
-2002)の「ポルダー・モデル (PolderModel) J、デ
ンマークのポール・ラスムセン (1993-2001)の「フ
レキシキュリ ティ (Flexicurity)Jなどが代表的であ
る。韓国でも金大中(キム・デジュン、 1998-2003) 
が 「生産的福祉Jを、虚武鉱(ノ ・ムヒョン、 2003-
2008)が「参与福祉jを唱え、これらヨ ーロッパの動
きを積極的に取り入れようとした。
1999年には国民基礎生活保障法が制定された。こ
14 
れは日本で言 う生活保護である。扶助の内容はどち
らかと言うと日本の方がより充実している点は今でも
変わりはない。しかし驚いたのは、このなかで自活支
援活動が義務化された点だった。これは日本で言う自
立支援で、受給者に自立を促すためのプログラムを指
す。日本ではようやく2005年に国の補助事業として
導入されたが、 今でも法律上の根拠をもたず、 参加は
任意で、ある(義務化すれば良いというわけではない)。
ところが韓国では、稼働層の場合、自活支援活動に参
加しなければ、扶助の一部または全部が中止されるこ
ととなった。
これだけ書くと、随分と締め付けが強くなったかの
ように聞こえる。実際、そのように受けとった研究者
も多かった。しかし、現場ではかなり印象が異なる。
とれらのプログラムを受託していたのは、かつては民
主化運動の一翼を担っていた活動家が多く、運動の一
環として貧民街で行われていた零細な協同組合運動
をそのまま発展させたようなところが多かったのであ
る。参加者には女性が多く、 安定した仕事で、 仕事の
内容もリサイクル等社会的に目的を持つものだったの
で、筆者が調査した限りでは、かなり満足度が高.かっ
た。
2007年には、乙の自活支援事業が発展して、社会
的企業育成法が成立した。これにもかなり驚かされ
た。 社会的企業はイタリアで1990年代に法制化されて
pる等、ヨーロッパで活発で雇用者数も少なくない。
日本も韓国も、ヨーロッパの水準に達するには、まだ
かなり時間がかかるだろうと筆者は漠然と思ってい
た。ところが韓国で法律ができたのだから驚いた。ち
なみに法律では、社会的企業とは、「脆弱階層に社会
サービスまたは仕事を提供し、地域社会に貢献するこ
とにより、 地域住民の生活の質を高める等の社会的目
的を追求しながら、財貨及びサービスの生産・販売等
の影響活動をする企業Jと定義されている(第2条)。
「脆弱階層」とは、世帯月平均所得が全国世帯の月平
均所得の60%以下、あるいは高齢者、障害者等のこ
とである。日本のソーシャルビジネスはサービス提供
型が多いが、韓国における社会的企業の特徴は、低
所得者等を雇用するととを主な目的とした。そんなこ
とが可能なのだろうか?先述した自活支援事業が発展
して、受給者が自ら設立した企業体として一般市場で
競争できるレベルにまで達したケースもあるにはある
が、数はそれほど多くなかった。政府は社会的企業に
3年程度人件費補助を行うことと した。
保守の李明白 (イ・ミョンパク)政権でも社会的企
業は育成された。金銭を支給するという従来の福祉
とは違い、雇用の促進という目的もあるので、保守に
も受け入れられたのだろう。これはヨーロッパでもそ
うである。韓国では、受け入れられたどころか、中央
の各省庁が類似した事業に競って参画するようになっ
た。コミュニティビジネス(韓国ではマウル企業と言
う)も急速に広まった。各自治体は社会的企業に関す
る条例を制定するようになった。落選運動でも有名な
元検事の朴元淳 (J~ク ・ ウォンスン)が市長となっ た
ソウル市は、予備的社会的企業という制度を独自に
っくり、将来社会的企業になる可能性のある事業の
発掘、育成に乗り出した。また、この時期から、社会
的企業が当初の仕事づくりだけでなく、まちづくりの
領域にまで活動を拡大してpく傾向が見られるように
なった。
2012年1月には協同組合基本法が成立した。同法
のなかで、 「社会的協同組合jが「地域住民の権益 ・福
利の増進と関連した事業を行い、脆弱階層に対し社会
サービスまたは職を提供する等、営利を目的としない
協同組合J(法第2条)として規定された。これは先述
したイタリアの制度を参考にしたものである。との法
律は、日本でも、労働者協同組合や生協系のワーカー
ズコレクティブが長年制定を目指し運動を続けている
もので、いまだに実現できていない。韓国は、あっと
いう聞にとこまで来たかのような印象である。日本の
歩みは実にゆっくりとしている。
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社会的企業や協同組合などの育成に熱心な自治体
は、ソウルだけでなく、京畿道、江原道原州 (ウォン
ジュ)市がよく知られているが、近年、なかでも体系
的な支援を行っていることで注目を集めているのが、
忠清南道である。
忠清南道は、 韓国のほぼ真ん中に位置する。大田
(テジョン)広域市と接し、首都(行政機能)の移転先
として知られる世宗 (セジョン)特別自治市も、 もと
もとは忠清南道の一部であった。世宗特別自治市は50
万人都市と して設計されているが、 昨年筆者が訪れた
時はまだ何もなかった。昨年、忠清南道は道庁の移転
も果たした。道庁はもともと大田広域市にあったが、
現在は、内浦 (ネポ)新都市という道庁移転のために
つくられた人工都市にある。内浦新都市には、世宗特
別自治市以上に本当にまだ何もない。モダンな道庁の
周囲は一面空き地の状態である。今後急速に開発が進
むだろうが、 こんな大工事は日本ではとても考えられ
ない。
2010年に道知事選挙に当選した安照正(アン ・ヒ
ジョン)は、故慮武鉱の側近として知られるが、社会
的企業、コミュニティビジネス、協同組合基本法にも
とづく協同組合等をひとつの政策にまとめ、「社会的
経済Jと名付けた。2012年には、従来の「社会的企業
育成支援に関する条例」に代え、「社会的経済育成支
援に関する条例Jを制定した。同条例によれば、 「社
会的経済Jの定義は、 「生活の質の増進、貧困、疎外
克服等、公共の利益という社会的価値の実現のため、
協力と互恵にもとづき、社会的経済組織の生産、交
換、分配、消費がなされる経済システムJであり、同
条例の目的は、「忠清南道知事が社会的経済組織の設
立 ・運営を支援し、 社会的経済の生態系をつくり、新
しい職を創出し、社会サービスを拡充するととによ
り、社会統合と住民の生活の質の向上を支えること」
とされる。
率直的に言って、筆者には革新的すぎて、その意味
するととろが十分にまだよく理解できない。しかし、
日本では社会的企業の議論や研究は感んに行われてい
るものの、なかなか制度化されないのに対し、韓国で
は、社会的企業の法制化から、まちづくりへの事業拡
充、各自治体の条例化、協同組合基本法の制定、そし
て社会的経済の条例化へと、この数年の聞に矢継早に
新しい政策が打ち出されてきた。そのスピードは舷い
ばかりである。
韓国の社会的企業家たちに会うと、「アイ ディアJ
とpう言葉をよく耳にする。社会的企業は、生活困窮
者が従業員の3割以上等の条件を満たしてはじめて政
府から認証を受け、支援を受けることができる。ただ
でさえ開業間近の零細企業は事業の存続が厳しいとこ
ろ、社会的企業はこうした条件を満たしながらである
ので、 さらに事業経営が難しい。人件費支援にも期限
があるので、そればかりに頼ることはできない。社会
的企業でありながら自立経営を果たしていくためには
「アイディアjとそが必要だと言うのである。
たとえば、忠清南道にある鮒ドゥレマウルのアイ
ディアは「エアガン」 であった。同社は2009年に社会
的企業として認証された。もともとは、 国民基礎生活
保障の自活支援事業として始められた。つまり、 生活
保護の受給者が始めた会社である。2010年時点での
売上額は69億ウォン、当期純利益は17億ウ ォン、 全
雇用者数(正規職)は27名、このうち13名が低所得
者、 8名が高齢者であった。 現在、韓国各地にフラン
チャイズ庖を展開させている。
同社の主な業務は洗車だが、 一般的な洗車ではな
p。ここに成功の秘密がある。写真にあるように、同
社は洗車の際、ガソリンスタンドなどでよく見られる
大きな施設を使わず、「エアガンJと呼ばれる小さな
|噴射装置を使っている。同社はこれを 「フェオリ (旋
風)Jと名付け商標登録を果たした。乙の装置を使え
ば、大量の水を使わなくとも締麗に洗車可能だと言
う。大規模施設の設置も必要なく、水道代も節約でき
るから、コスト的にも効率的である。一定の研修を受
講すれば、誰でも働くことが可能らしい。
この洗車方法は、 同社の 「アイディアJである。と
言ってもエアガンそのものを開発したわけで、はなく、
日本製だと言う。たまたまテレビで、このエアガンが
半導体の微細なほこり等をとる際に使われているのを
見て、 洗車に応用することを思いついたとのことであ
る。フランチャイズ契約を結ぶ際には、 特に広い場所
をとる必要もない。日本ででも開業可能ではないかと
筆者は思った。
手に持っているのがヱアガン
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研修をしているところ
半導体周なので車体はもちろん傷つかない
ヱアガンにも数種類がある。用途に合わせて使う
もうひとつ紹介したい事例が、 同じく忠清南道にあ
る蜘WITA(ウィタ)である。同社オフィスは芸術家の
工房の様な雰囲気であり、このような田舎で商売が成
り立っていくのだろうかととても不思議な気持ちにな
る。ところが、同社は2009年に設立され、現在の収益
は3億ウォン、 正社員9名(うち6名が生活困窮者)を
抱え、順調に成長してきているらしい。
アクセサリーを作成中。
同社の成功の秘密も「アイディァ」にあった。事業内
容は、 ①各種のデザイン(農産物のパッケージ、民家
の壁画、瓦の加工 ・修復など)、 ①デザインに関する
教育(金属、石鹸の加工の仕方等)、 ③WEB、マーケ
ティング支援(金属のアクセサリ一、 天然石鹸の製造 ・
販売等)などである。創業者のパク・ウンボム所長は
大学院で経営学を専攻しており、自身にこれらの技術
や知識をもっていたわけではない。彼が持っていたの
は「アイディァ」だけだった。
地域に行けば、金属アクセサリーを作成する芸術家、
天然石鹸の製造知識を持っている人、さらに近くの都
市にある大学にはデザインに詳しい先生や、多くの芸
術家志望の学生達がいる。しかし、 芸術家は作品を売
るチャンネjレを持たず、大学の先生は地域との接点を
持っていない。パク所長は、自分が地域に行き、この
人達を結び付け、販売する場所を提供すれば、きっと
面白いことができるに違いないとひらめいた。政府は
彼の事業を社会的企業として認め、 支援を行った。今
自然石鹸などの材料は海外からの直輸入。香りもオーダーメイド。
WI TA職員、記念撮影。
では、 100名を超える大学生の会員がおり、そのうちの
何人かはこの過疎地に移住を希望していると言う。パ
ク所長の今後の計画のひとつは、こうした若者の定住
を進めることだ。
下図のように、従来の福祉が行政からの給付金を
生活困窮者に支給していただけだったのに対し、現
在では、 「アイ ディ ァ」が事業の基盤となり、地域
資源を活用することにより、コミュニティを活性化
し、生活困窮者を社会的に包摂する。従来、福祉活
動を支えるのは行政による補助金のほかは民間の寄
付だったが、福祉に「アイディアjが活かされる制度
が構築されることにより、寄付はむしろ投資に近い
ものとなる。これが社会的投資 (socialinvestment) 
と呼ばれるものである。さらに、乙のアイディアを
発掘し、育てる、 「中間支援組織Jの役割が重要であ
る。現在、ソウル市が設置した中間支援組織では、
オープン ・イノベーショ ン方式のインキュベーショ
ンが実施されている。
中間支援組織 アイディア コミュニ子ィ活性化
生活困綱審の社会包獲
マイヲロ・ファイナンス.ヲラウド・ファンド、割副剖impaclbond
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